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(57)【要約】
【課題】再装荷用監視試験カプセルを用いて適切な照射
量の実機照射材を簡易的に作製し、実機照射材の材料試
験を行なって高経年化評価を実施可能な技術を提供する
。
【解決手段】本発明に係る原子炉構造材の高経年化評価
方法は、監視試験片が装荷されて原子炉内に設置された
監視試験カプセル３５と同型の再装荷用監視試験カプセ
ル３５を準備し、前記再装荷用監視試験カプセル３５に
高経年化評価を行なうデータを取得するための追加照射
用試験片３９を装荷し、再装荷用監視試験カプセル３５
を原子炉内に設置することを特徴とする方法である。
【選択図】　図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
監視試験片が装荷されて原子炉内に設置された監視試験カプセルを取り出し、
　前記監視試験カプセルと同型の再装荷用監視試験カプセルを準備し、　前記再装荷用監
視試験カプセルに高経年化評価を行なうデータを取得するための追加照射用試験片を装荷
し、
　前記再装荷用監視試験カプセルを前記原子炉内に設置する、
　ことを特徴とする原子炉構造材の試験方法。
【請求項２】
取り出した前記監視試験カプセルの内部の前記監視試験片を用いて監視試験を行なうとと
もに、前記再装荷用監視カプセルに前記追加照射用試験片に加えて前記監視試験を行なっ
た後の前記監視試験片を装荷する請求項１に記載の原子炉構造材の試験方法。
【請求項３】
前記再装荷用監視試験カプセルに装荷される前記監視試験片は、前記監視試験の際に発生
した影響部が切断または除外されることを特徴とする請求項２に記載の原子炉構造材の試
験方法。
【請求項４】
原子炉に設置された監視試験カプセルと同型のカプセルとして準備された再装荷用監視試
験カプセルと、
　前記再装荷用監視試験カプセル内に装荷され、少なくとも高経年評価を行なうための追
加照射用試験片とを有することを特徴とする再装荷用監視試験容器。
【請求項５】
　前記再装荷用監視試験カプセル内に装荷され、前記監視試験カプセルの内部に装荷され
ていた監視試験片をさらに有することを特徴とする請求項４に記載の再装荷用監視試験容
器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、圧力容器や炉内機器の経年劣化によるプラント健全性を評価する
原子炉構造材の試験方法および再装荷用監視試験容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　原子力発電プラントでは、原子炉の圧力容器や炉内機器の経年劣化によるプラント健全
性を確認するため、原子炉構造材の経年劣化度を診断し、評価する高経年化評価が実施さ
れている。高経年化評価は、３０年以上経過した原子力発電プラントに対し、１０年置き
に実施することが求められている。特に、原子力発電では中性子照射によって材料特性が
変化するため、構造材料への中性子照射の影響を評価する必要がある。中性子照射による
影響を評価する方法としては、実際に中性子照射された照射材を用いて材料試験を実施し
、材料特性を評価することが有効である。
【０００３】
　材料試験に用いる照射材を得るためには、（１）実炉で照射して入手する、（２）試験
炉で照射して入手する、（３）実機プラント材料を加工して作製する、といった３つの手
法がある。
【０００４】
　実炉で照射された材料の健全性評価例として、原子炉内で使用されていないスペースを
使用して、炉内構造材料の劣化を診断する技術がある。この技術では、原子炉内の燃料集
合体を引き抜き、引き抜かれた燃料集合体の箇所に、燃料集合体とほぼ同等の中空の評価
用試験体を設置し、一定期間照射後、照射試験体を取り出して燃料保管用プールにて切断
し、目標とする試験片を得ることが記載されている。
【０００５】
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　また、実機材を加工して材料の経年劣化度を判断する例として、炉内構造物材料の溶接
部および母材部の経年劣化度を判断する技術がある。この技術は、シュラウド内面に設置
されている位置決め用突起と、その周囲のすみ肉溶接部とから、試験片を切り出して母材
と溶接部の劣化判断を行なうことが記載されている。
【０００６】
　原子力発電プラントでは、中性子照射による材料の特性変化を定期的に確認するために
、原子炉内に原子炉圧力容器と同等材で作製された監視試験片が装荷されている。監視試
験片は、原子炉圧力容器の内側に設けられた監視試験バスケットの監視試験カプセル内に
装荷されている。監視試験片は、原子炉圧力容器の照射脆化を評価するため、炉内の中性
子照射量が高い炉心相当部に設置されており、原子炉圧力容器と同等の照射速度である原
子炉内の炉壁に設置されている。
【０００７】
　原子力規制庁が制定した許認可制度の変更によって、原子力発電プラントでは監視試験
回数が増加し、監視試験片の本数が不足している。そのため、監視試験後に、監視試験片
を再装荷し、原子炉内で照射した監視試験片に対して再生・接合を実施して、監視試験回
数の増加に対応しようとする動きがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０００－１６２３６３号公報
【特許文献２】特開平９－１８９７９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　材料試験に用いる照射材を得るのに、３つの手法があり、各手法による照射材の作製か
ら高経年化評価までのフロー図を図１２ないし図１４にそれぞれ示す。
【００１０】
　図１２に示す例では、実炉で照射用治具に設置された試験片に照射し、実機照射材で作
製された試験片を用いて材料試験を行ない、高経年化評価に用いたものである。実機照射
材からの試験片は、実機同様の照射速度が得られるが、高経年化を評価できる目的の中性
子照射の照射量に到達するまでに時間を要する。実炉で試験片に照射して高経年化評価の
材料試験を行なうためには、炉内に装荷できるスペースは限られており、試験片の寸法、
員数等に制約を受けたり、現地での工事が必要なため、大掛りな工事が必要になり、多大
なコストを要する課題がある。
【００１１】
　また、図１３に示す例では、試験炉照射した試験片を照射用治具に設置して材料試験を
行ない、高経年化評価を実施している。試験炉では比較的短時間で照射試験片が得られる
が、実機と比較すると試験炉では中性子照射が加速照射となり、照射速度による影響を受
ける可能性があったり、照射用治具の製作に時間やコストが掛かる問題がある。
【００１２】
　さらに、図１４に示す例では、実機プラント材料を採取して照射試験片を作製して高経
年化評価の材料試験に用いられる。実機プラント材料から採取した材料から作製される照
射試験片は実機環境を把握する上で適しているが、４０年超の高経年化評価に用いること
ができる照射量に達していないという問題がある。また、実機プラント材料を採取する上
で、大掛りな工事を必要とする問題がある。
【００１３】
　本発明の実施形態は、上述した事情を考慮してなされたもので、再装荷用監視試験カプ
セルを用いて適切な照射量の実機照射材を取得し、高経年化評価を実施することが可能な
原子炉構造材の試験方法および再装荷用監視試験容器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【００１４】
　本発明の実施形態は、上述した課題を解決するために、監視試験片が装荷されて原子炉
内に設置された監視試験カプセルを取り出し、前記監視試験カプセルと同型の再装荷用監
視試験カプセルを準備し、前記再装荷用監視試験カプセルに高経年化評価を行なうデータ
を取得するための追加照射用試験片を装荷し、前記再装荷用監視試験カプセルを前記原子
炉内に設置することを特徴とする原子炉構造材の試験方法である。
【００１５】
　また、本発明の他の実施形態は、上述した課題を解決するために、原子炉に設置されて
いた監視試験カプセルと同型のカプセルとして準備された再装荷用監視試験カプセルと、
前記再装荷用監視試験カプセル内に装荷され、少なくとも高経年評価を行なうための追加
照射用試験片とを有することを特徴とする再装荷用監視試験容器である。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の実施形態では、再装荷用監視試験カプセルを用いて、適切な中性子照射量の実
機照射材（追加照射優試験片）を取得し、高経年化評価を有効的に実施することができる
。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】原子炉の原子炉圧力容器内に設置される監視試験ホルダの設置位置を示す概略図
。
【図２】監視試験ホルダに設置される監視試験バスケットの模式図。
【図３】監視試験バスケットに装荷される衝撃試験片用カプセルの概略図。
【図４】監視試験バスケットに装荷される引張試験片用カプセルの概略図。
【図５】監視試験バスケットに装荷される再装荷用監視試験カプセル（衝撃試験片用カプ
セル）の概略図。
【図６】再装荷の際の監視試験片である（シャルピー）衝撃試験片の切断を示す概略図。
【図７】（Ａ），（Ｂ），（Ｃ）および（Ｄ）は、追加照射用試験片の各試験片形状例を
示す図。
【図８】本発明の第１実施形態、第４実施形態または第７実施形態に係る原子炉構造材の
高経年化評価方法を示すフロー図。
【図９】本発明の第２実施形態、第５実施形態または第８実施形態に係る原子炉構造材の
高経年化評価方法を示すフロー図。
【図１０】本発明の第３実施形態、第６実施形態または第９実施形態に係る原子炉構造材
の高経年化評価方法を示すフロー図。
【図１１】本発明の第６実施形態、第７実施形態または第８実施形態に係る原子炉構造材
の高経年化評価方法を示すフロー図。
【図１２】実機照射材の製作から高経年化評価の実施までを示すフロー図。
【図１３】試験炉照射材の製作から高経年化評価の実施までを示すフロー図。
【図１４】実機プラント材料の採取から高経年化評価の実施までを示すフロー図。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施形態について添付図面を参照して説明する。
　本実施形態では、図１に示すように、実機プラントである原子力発電プラントの（原子
炉を構成する）原子炉圧力容器１１の内周壁に監視試験ホルダ１２が設けられ、この監視
試験ホルダ１２に監視試験バスケット１３が設置される。監視試験バスケット１３は、原
子炉構造材料の中性子照射による影響を評価するために、炉心部周辺に、規格で決められ
た回数の試験を行なうことができるように、例えば原子炉圧力容器１１と炉心シュラウド
１４との間に複数個が設けられる。符号１５は炉心シュラウド１４内に収容された炉心部
である。
【００１９】
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　監視試験バスケット１３には、図２に示すように複数の監視試験カプセル２０が設けら
れる。監視試験カプセル２０には、例えば衝撃試験片用カプセル１７、引張試験片用カプ
セル１８および温度モニタ用カプセル１９がある。これらの監視試験カプセル２０（１７
，１８，１９）は、バスケット容器２１内に配置され、プラグ２２によりバスケット容器
２１内に保持される。符号２３は、監視試験バスケット１３を取り扱うハンドルであり、
符号２４は、バスケット容器２１内への各通水孔である。
【００２０】
　監視試験カプセル２０である衝撃試験片用カプセル１７は、図３に示すように構成され
る。衝撃試験片用カプセル１７は、矩形ボックス状のカプセル容器であるチャンネル２６
内に、多数の衝撃試験用監視試験片２７がスペーサ２８とともに収容され、両端部がエン
ドプラグ２９で溶接にて封止される。衝撃試験片用カプセル１７内には、中性子照射量を
測定するガイガーカウンタや線量計である中性子ドジメータ３０が放射線測定器として設
けられる。衝撃試験用試験片２７は、原子炉圧力容器１１や炉内機器と同等材からなる監
視試験片で構成される。
【００２１】
　また、同じく、監視試験カプセル２０の１つである引張試験片用カプセル１８は、図４
に示すように構成される。引張試験片用カプセル１８は、筒状チャンネル３１内に複数、
例えば２個の引張試験用監視試験片３２が収容され、両端部がエンドプラグ３３で封止さ
れて構成される。これらの監視試験片２７，３２は、原子炉圧力容器１１の照射脆化を評
価するために、原子炉内の中性子照射量が最も高い炉心相当部に設置されており、原子炉
圧力容器１１と同等の照射速度である原子炉圧力容器１１の炉壁に設置されている。
【００２２】
　監視試験カプセル２０（１７，１８，１９）が装荷された監視試験バスケット１３は、
監視試験ホルダ１２に取り付けられ、原子炉圧力容器１１の所要の内周壁に設けられる。
そして、監視試験バスケット１３は、監視試験ホルダ１２に設置された状態で（原子力発
電プラントの）実機プラントのプラント運転が実施され、監視試験カプセル２０は原子炉
（圧力容器１１）内で実炉照射を受ける。
【００２３】
　原子力発電プラントでは、原子炉の実炉照射が所定期間行なわれた後、原子炉の定期検
査時等に、監視試験カプセル２０が炉外に取り出され、回収プール内で図示しない照射済
み試験機関にて、原子炉圧力容器１１や炉内機器によるプラント健全性を確認するため、
高経年化評価が実施される。高経年化評価は、運転期間（年数）が３０年以上の原子力発
電プラントに対して行なわれる。
【００２４】
　一方、原子力発電プラントでは、原子炉の運転開始から最短で１２ＥＦＰＹまたは１３
ＥＦＰＹで原子炉材料の健全性評価を実施するため、監視試験カプセル２０を取り出して
監視試験を実施することがＪＩＳ規格で定められている。ここに、ＥＦＰＹとは、ＪＥＡ
Ｃ（日本電気協会）規格で「定格負荷相当年数」をいい、定格出力で連続運転したと仮定
した年数を意味する。
【００２５】
　また、高経年化評価は、監視試験とは別の規格の材料試験であり、原子力発電プラント
のプラント運転開始から運転末期の停止（廃炉）までに、監視試験カプセルの取出しを３
回行ない、プラント健全性を確認する材料試験を実施することが規定されているが、原子
力規制庁が制定した許認可制度の変更によって、監視試験回数が２回増加したため、監視
試験本数が不足している。
【００２６】
　本発明の実施形態では、原子炉の実炉照射が所定期間、例えば最短で１２ＥＦＰＹまた
は１３ＥＦＰＹ行なわれた後、原子炉の定期検査時等に、監視試験カプセル２０が監視試
験バスケット１３から取り出され、炉外の水中にて照射済み試験機関にて監視試験が実施
される。照射済み試験機関では、図３に示す（監視試験カプセル２０の）衝撃試験片用カ
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プセル１７のエンドプラグ２９を壊して、各衝撃試験用監視試験片２７や中性子ドジメー
タ３０を取り出し、監視試験が実施される。さらに、図４に示す（監視試験カプセル２０
の）引張試験片用カプセル１８も、エンドプラグ３３を壊して引張試験用監視試験片３２
を取り出し、監視試験が実施される。
【００２７】
　監視試験では、監視試験カプセル２０の中性子ドジメータ３０や温度モニタ用カプセル
１９の温度モニタ用試験片を用いて中性子照射量の照射履歴が計測される。また、監視試
験では、衝撃試験用監視試験片２７や引張試験用監視試験片３２を用いて材料の試験を実
施し、機械的特性、応力腐食割れ特性、脆化特性、疲労特性の原子炉構造材の経年変化（
劣化）が診断され、評価される。
【００２８】
　［第１実施形態］
　以下、原子炉構造材の高経年化評価方法および再装荷用監視試験容器の第１実施形態に
ついて説明する。
【００２９】
　第１実施形態は、（監視試験の再装荷用試験容器である）再装荷用監視試験カプセルを
用いて、適切な（中性子）照射量の実機照射材である追加照射用試験片を簡易的に製作し
、追加照射用試験片の材料試験を実施して高経年化評価を行なうものである。
【００３０】
　高経年化評価は、３０年以上経過した原子力発電プラントの圧力容器１１や炉内機器の
経年劣化によるプラント健全性を確認するために実施される。高経年化評価では、原子力
発電プラントの運転開始から運転末期の停止（廃炉）に至るまで、規格で決められた所要
回数の試験片の取出しが求められ、取り出された試験片により材料試験が実施される。高
経年化評価は、原子力発電プラントの将来のプラント健全性が予測され、評価されるもの
で、原子力発電プラントの現在のプラント健全性が確認され、評価される監視試験とは相
違する。
【００３１】
　高経年化評価では、原子力発電プラントが最短１２ＥＦＰＹ（あるいは１３ＥＦＰＹ）
または２４ＥＦＰＹで原子炉の定期検査時等に、圧力容器１１から監視試験バスケット１
３が取り出される。監視試験バスケット１３は、炉外の回収プールに移送され、水中にて
監視試験バスケット１３から図３および図４に示す監視試験カプセル２０が取り出される
。監視試験カプセル２０から、例えば図３に示す各監視試験片２７や中性子ドジメータ３
０が取り出され、図示しない照射済み試験機関にて監視試験が実施される。監視試験では
、中性子ドジメータ３０により実炉照射材である監視試験片２７，３２の照射履歴が測定
される一方、各監視試験片２０を用いて、実炉照射材の機械的特性や応力腐食割れ特性、
脆化特性、疲労特性の材料特性を評価する監視試験が実施され、現在の圧力容器１１や炉
内機器のプラント健全性が評価される。
【００３２】
　例えば、運転年数１２ＥＦＰＹ（または２４ＥＦＰＹ）で取り出された各監視試験片２
０（２７，３２）を用いて監視試験が実施された後、監視試験カプセル２０および中性子
ドジメータ３０は廃棄され、後述する再装荷用監視試験片３８や追加照射用試験片３９を
収容する再装荷用監視試験カプセル３５が新たに作製される。この再装荷用監視試験カプ
セル３５は、図２に示す監視試験バスケット１３に装荷され、次の原子炉定期検査時に図
１に示すように、原子炉圧力容器１１内の監視試験ホルダ１２に設けられる。
【００３３】
　再装荷用監視試験カプセル３５を圧力容器１１内に設けた原子力発電プラントは、所要
の運転年数である３５ＥＦＰＹから４０ＥＦＰＹの取出しまでの２０数年間、原子炉圧力
容器１１内に装荷された状態でプラント運転により実炉照射を受ける。このように、原子
力発電プラントは、運転年数が１２ＥＦＰＹ（または２４ＥＦＰＹ）で原子炉から取り出
されて（監視試験片２０により）監視試験が実施された後、プラント運転が続けられ、運
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転年数が３５ＥＦＰＹから４０ＥＦＰＹの間に次の取出しが行なわれ、高経年化評価の材
料試験が行なわれる。この高経年化評価の材料試験を行なった後、運転年数４５ＥＦＰＹ
から５０ＥＦＰＹの間に、次の再装荷用監視試験片を用いて高経年化評価の材料試験が実
施される。
【００３４】
　［再装荷用監視試験容器］
　図５は、再装荷時の監視試験カプセルである再装荷用監視試験カプセル３５を示す概略
図である。再装荷用監視試験カプセル３５は矩形ボックス状の再装荷用監視試験容器を構
成している。再装荷用監視試験カプセル３５は、前回の原子炉圧力容器１１に装荷されて
いた監視試験カプセル２０と同型で同じ大きさ、形状の監視試験カプセルが再装荷時に新
たに作製されるなどして準備される。なお、本実施の形態において、「同型」とは原子炉
圧力容器１１に前回装荷されていた監視試験カプセル２０と同様に原子炉圧力容器１１内
に設置可能であれば構わず、大きさ、形状が必ずしも厳密に一致しなくとも構わない。ま
た原子炉圧力容器１１に前回装荷されていた監視試験カプセル２０を再装荷用監視試験カ
プセル３５としてそのまま用いるものも、同型の再装荷用監視試験カプセル３５を準備す
る工程の一態様に含まれる。
【００３５】
　再装荷用監視試験容器である再装荷用監視試験カプセル３５は、例えば再装荷時の衝撃
試験用カプセル３６であり、カプセル容器のチャンネル３７内に多数の再装荷用監視試験
片３８と複数の追加照射用試験片３９と、中性子照射量を算出するために、中性子測定器
であるガイガーカウンタ等の中性子ドジメータ４０とが収容されて構成される。再装荷用
監視試験片３８および追加照射用試験片３９には、例えば刻印が押されて、これらの試験
片３８，３９が圧力容器１１や炉内機器のどの部位から採取された（照射）試験片である
かが確認できるようになっている。再装荷用監視試験カプセル３５は、両端部がエンドプ
ラグ４１により封止され、溶着される。なお、符号４２はスペーサである。
【００３６】
　また、図５に示された再装荷用監視試験片３８は、監視試験後に、図６に示すように、
衝撃試験用監視試験片２７の塑性域４４を切断して作製された再装荷用の監視試験片であ
る。再装荷では、監視試験時に生じた試験片の塑性域４４などの影響部を切断し、寸法が
小さい試験片を再装荷用監視試験片３８として再装荷している。そのため、切断によって
空いたスペースに他の試験材料である追加照射用試験片３９を挿入することが可能となる
。再装荷用監視試験片３８は、衝撃試験用監視試験片２７（以下、衝撃試験片という）よ
り短く、１つの衝撃試験片２７から図５に実線で示すように２つの再装荷用監視試験片３
８が作製される。
【００３７】
　ところで、監視試験カプセル２０（１７）に収容される監視試験片の衝撃試験片２７は
ＪＩＳ規格で寸法関係が定められている。ＪＩＳ規格では、衝撃試験片２７は例えば５５
ｍｍの長さに規定され、中央部に形成される塑性域４４は切断代を含めて日本電気協会（
ＪＥＡＣ）により１１ｍｍの寸法長さに規定されている。塑性域４４は衝撃試験片２７の
１／５の長さ寸法を有し、監視試験後、再装荷の際、衝撃試験片２７は塑性域４４の切断
により、監視試験による影響部が切断または除外された再装荷用監視試験片３８が作製さ
れ、この再装荷用監視試験片３８は、元の衝撃試験片２７の寸法長さの半分以下に設定さ
れる。
【００３８】
　このため、再装荷用監視試験カプセル３５内に再装荷用監視試験片３８を充填させると
、再装荷用監視試験カプセル３５内に空きスペースが形成される。この空きスペースに追
加照射用試験片３９が挿入され、収容される。再装荷用監視試験カプセル３５内に挿入さ
れる再装荷用監視試験片３８および追加照射用試験片３９の挿入手順は一義的ではなく、
先に追加照射用試験片３９を挿入しても、また先に再装荷用監視試験片３８を挿入しても
よく、さらにランダムに挿入してもよく、任意に選択できる。
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【００３９】
　また、再装荷用監視試験カプセル３５に挿入される追加照射用試験片３９は、実機プラ
ントで用いられた別の実機の原子炉から採取された原子炉構造材の照射材料から作製され
た照射用試験片である。この追加照射用試験片３９には、再装荷用監視試験片３８より中
性子照射量の多い（高い）実機照射材の照射材料から作製される。各追加照射用試験片３
９は、再装荷用監視試験片３８より中性子照射量の所要年数分高い照射材料から作製され
た原子炉構造材の試験片である。
【００４０】
　このように、追加照射用試験片３９は、別の実機プラントの原子炉から得られた実機の
照射材料で作製された試験片である。追加照射用試験片３９には図７（Ａ）～（Ｄ）に示
すように、種々の形状の照射用試験片がある。図７に示された追加照射用試験片３９のう
ち、例えば図７（Ａ）は、引張試験片３９ａであり、（Ｂ）はシャルピー衝撃試験片３９
ｂ、（Ｃ）はＣＴ試験片３９ｃ、（Ｄ）は平板試験片３９ｄである。これらの追加照射用
試験片３９（３９ａ，３９ｂ，３９ｃ，３９ｄ）は、高経年化評価の材料試験の内容に応
じて適宜選択的に用いられる。
【００４１】
　［原子炉構造材の高経年化評価方法］
　実機プラント（原子力発電プラント）の原子炉圧力容器１１や炉内機器の経年劣化によ
るプラント健全性を確認するため、原子炉構造材の高経年化評価方法を説明する。
【００４２】
　初めに、原子力発電プラントの実機プラントでは、定期検査時等、例えば最短運転年数
１２ＥＦＰＹで、実機の原子炉圧力容器１１から監視試験バスケット１３が取り外されて
水中移送され、図示しない照射済み試験機関にて監視試験バスケット１３の衝撃試験片用
カプセル１７（監視試験カプセル２０）から監視試験片２７を取り出して、図８に示すよ
うに監視試験が実施される。
【００４３】
　監視試験時には、中性子ドジメータ３０で監視試験片２７の照射履歴が算出される一方
、監視試験片２７例えば衝撃試験片を用いて監視試験が実施される。監視試験片２７を用
いた監視試験により、原子炉構造材の現時点の機械的特性や応力腐食割れ特性、脆化特性
、疲労特性の経年変化（劣化）が監視され、評価される。
【００４４】
　監視試験後、各監視試験片２７は、図６に示すように塑性域４４が切断され、切り落と
される。切断された監視試験片２７は、短縮化された再装荷用監視試験片３８として作製
され、図５に示す再装荷用監視試験カプセル３５に装荷される。
【００４５】
　監視試験後に、再装荷される再装荷用監視試験カプセル３５は、前回の監視試験で使用
された衝撃試験片用カプセル１７と同型の衝撃試験片用カプセルが新たに用いられる。
【００４６】
　そして、図５に示すように、再装荷用監視試験カプセル３５内に再装荷用監視試験片３
８と追加照射用試験片３９が装荷される。高経年化評価に用いられる追加照射用試験片３
９の形状は、図７に示される試験片形状が採用され、追加照射用試験片３９は、実機で照
射された材料から製作される。
【００４７】
　追加照射用試験片３９と併せて再装荷用監視試験片３８を再装荷時の衝撃試験用カプセ
ル３６に収容して再装荷用監視試験カプセル３５が構成される。
【００４８】
　この再装荷用監視試験カプセル３５を監視試験バスケット１３に装荷し、図１に示すよ
うに、監視試験ホルダ１２に取り付けて原子炉圧力容器１１の内周壁に設置する。このよ
うにして、再装荷用監視試験カプセル３５は実機の原子炉に設けられて、原子力発電プラ
ントのプラント運転が行なわれる。
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【００４９】
　再装荷用監視試験カプセル３５は、前回原子炉に装荷されていた監視試験カプセル２０
と同型で同じ形状、大きさの再装荷用監視試験容器として新たに作成される。従来の監視
試験カプセル２０および中性子ドジメータ３０は役目を終えて破棄され、新しい再装荷用
監視試験カプセル３５および中性子ドジメータ４０が使用される。
【００５０】
　再装荷用監視試験カプセル３５、例えば再装荷時の衝撃試験用カプセルには、図５に示
すように、再装荷用監視試験片３８および追加照射用試験片３９とともに中性子ドジメー
タ４０がそれぞれ収容される。再装荷用監視試験カプセル３５の両端は、再装荷用監視試
験片３８および追加照射用試験片３９、中性子ドジメータ４０を収容してエンドプラグ４
１により溶接にて封止される。なお、符号４２はスペーサである。
【００５１】
　一方、再装荷用監視試験カプセル３５に挿入される追加照射用試験片３９は、別の原子
力発電プラントの実機の原子炉で照射された実機照射材の材料から製作されたもので、中
性子照射量が再装荷用監視試験片３８より高い（多い）照射試験片である。追加照射用試
験片３９は既知の（中性子照射量の）実機照射材の材料から作製された試験片である。
【００５２】
　そして、再装荷用監視試験カプセル３５は、再装荷用監視試験片３８とともに追加照射
用試験片３９をそれぞれ装荷し、両端部をエンドプラグ４１にて封止した後、監視試験バ
スケット１３内に収容させる。再装荷用監視試験カプセル３５を収容した監視試験バスケ
ット１３は、次回の定期検査時に原子炉圧力容器１１の監視試験ホルダ１２に設けられる
。これにより、再装荷用監視試験カプセル３５は実機の原子炉に所要位置に装荷されてプ
ラント運転が続けられる。プラント運転により実機の原子炉は実機照射を受ける。
【００５３】
　その後、原子力発電プラントの運転年数が３５ＥＦＰＹから４０ＥＦＰＹに到達した時
点で、いずれかの原子炉の定期検査時等に、実機の原子炉から再装荷用監視試験カプセル
３５が取り出される。取り出された再装荷用監視試験カプセル３５内の各再装荷用監視試
験片３８および追加照射用試験片３９は照射済み試験機関にて水中で監視試験および材料
試験が行なわれる。各再装荷用監視試験片３８を用いて監視試験が実施される一方、各追
加照射用試験片３９を用いて材料試験が実施される。各試験では、原子炉構造材の機械的
特性、応力腐食割れ特性、脆化特性、疲労特性の材料試験が行なわれる。このうち、追加
照射用試験片３９を用いた材料試験により圧力容器１１や炉内機器の経年劣化によるプラ
ント健全性を確認する高経年化評価が実施される。
【００５４】
　なお、再装荷用監視試験片３８は監視試験を実施するために、再装荷用監視試験片３８
の再生・接合を行ない、従来の監視試験片２７を用いたものと同様に作製し、照射済み試
験機関にて従来通りの監視試験が行なわれる。
【００５５】
　また、追加照射用試験片３９は材料試験を行なったり、この材料試験後の追加照射用試
験片３９の残材を加工して別の材料試験を実施し、原子炉構造材の機械的特性、応力腐食
割れ特性、脆化特性、疲労特性を評価し、高経年化評価を実施する。
【００５６】
　［第１実施形態の効果］
　第１実施形態によれば、監視試験再装荷時に、前回装荷されていた監視試験カプセル２
０と同型で同じ大きさ、形状の再装荷用監視試験カプセル３５を作製し、監視試験片２７
の切断によって生ずる再装荷用監視試験カプセル２０の空きスペースを利用することで、
再装荷の監視試験のフローの一環で高経年化を評価できる中性子照射量の実機照射材を容
易に得ることができるため、原子力発電プラントは実機プラントの高経年化評価が可能と
なる。
【００５７】
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　特に、原子炉の炉底部や炉上部に比べて中性子照射量の高い炉心中心部の空きスペース
位置、原子炉圧力容器１１内の炉心部１５近くの内周壁の空きスペースに、再装荷用監視
試験カプセル３５に装荷された再装荷用監視試験片３８や追加照射用試験片３９が設置さ
れるので、追加照射を行なうのに適した位置に設置して、追加照射用試験片３９を用いて
高経年化評価の材料試験を実施できる。
【００５８】
　また、監視試験片２７は、実機プラントの定期検査時毎に定期的に取り外して監視試験
を実施することができ、プラント共通仕様が図れ、構造的にも、試験片の取付け、取外し
を簡易に行なうことができる。
【００５９】
　第１実施形態では、照射用治具や採取用治具の製作や設置が不要で、しかも実機プラン
トから材料を切り出すような大掛りな工事が必要ないため、実機照射材の作製のためのコ
ストを抑えることができ、実機照射材から各試験片の製作が容易で、簡易に製作すること
ができる。
【００６０】
　監視試験バスケット１３や監視試験カプセル２０，３５には、中性子ドジメータ３０，
４０、温度モニタ用カプセル（試験片）１９が装荷されているため、監視試験では従来の
試験炉と同様に監視試験片２７，３８の照射履歴を正確に把握することができ、再装荷用
監視試験カプセル３５を用いて実機照射材を簡易に作製することができる。
【００６１】
　［第２実施形態］
　次に、図９を用いて、本発明の第２実施形態を説明する。
【００６２】
　第２実施形態を説明するに当り、第１実施形態と同じ構成には同一符号を付して、重複
説明を省略あるいは簡略化する。第２実施形態は、追加照射用試験片５０の作製を第１実
施形態の追加照射用試験片３９と異にする。
【００６３】
　第２実施形態では、追加照射用試験片５０は、試験炉で照射された試験炉照射材の材料
から製作される。第２実施形態の原子炉構造材の高経年化評価方法では、図５および図９
に示すように、試験炉で照射した材料から追加照射用試験片５０を製作し、この照射用試
験片５０を再装荷用監視試験片３８とともに、衝撃試験用カプセルである再装荷用監視試
験カプセル３５に装荷した例である。他の構成は、図８に示した原子炉構造材の高経年化
評価方法のフローと異ならない。
【００６４】
　第２実施形態で原子炉構造材の高経年化評価を実施する場合には、試験炉で照射した試
験炉照射材の材料から追加照射された追加照射用試験片５０を作製し、この追加照射用試
験片５０を再装荷用監視試験片３８および中性子ドジメータ４０とを再装荷用監視試験カ
プセル３５に装荷して、原子炉の定期検査時に原子炉圧力容器１１内に設けてプラント運
転が行なわれる。
【００６５】
　運転期間が所定の期間、例えば３５ＥＦＰＹから４０ＥＦＰＹのいずれかの期間で原子
炉の再装荷用監視試験カプセル３５から再装荷用監視試験片３８および追加照射用試験片
５０を取り出して、照射済み監視機関にて監視試験や材料試験を実施する。追加照射用試
験片５０にて材料試験を行なうことで、原子炉構造材の高経年化評価の経年劣化を評価す
ることができる。
【００６６】
　［第２実施形態の効果］
　第２実施形態では、試験炉を用いて追加照射用試験片５０を作製するため、試験炉で中
性子照射量を調節制御することで、高経年化評価に適する追加照射用試験片５０を短期間
で作製することができる他、第１実施形態と同様の効果が得られる。
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【００６７】
　［第３実施形態］
　図１０は、本発明の第３実施形態を示すものである。
【００６８】
　第３実施形態を説明するに当り、第１実施形態と同じ構成には、同一符号を付して重複
説明を省略あるいは簡素化する。第３実施形態は、追加照射用試験片５１の作製を、第１
実施形態の追加照射用試験片３９とは異にする。
【００６９】
　第３実施形態では、追加照射用試験片５１は、別の原子力発電プラントで用いられた実
機プラントの材料から作製される。図１０に示すように、原子力発電プラントの実機プラ
ントで用いられた原子炉構造材の材料から追加照射用試験片５１が製作され、この照射用
試験片５１は図５に示すように再装荷用監視試験片３８および中性子ドジメータ４０とと
もに、再装荷用監視試験カプセル３５に装荷される。
【００７０】
　実機プラントで用いられた原子炉構造材の材料の中には、運転中のプラント材料や廃炉
プラントで用いられたプラント材料がある。廃炉プラントでは、運転期間が４０年程度以
上運転したプラント材料もある。
【００７１】
　このように、実機プラントで用いられた原子炉構造材の材料にて追加照射用試験片５１
を製作して、再装荷用監視試験片３８とともに追加照射用試験片５１を再装荷用監視試験
カプセル３５に装荷して原子炉内の所定位置に設置することにより、プラント運転を行な
って追加照射することにより、運転期間が所定期間経過し、例えば３５ＥＦＰＹから４０
ＥＦＰＹで再装荷用監視試験カプセル３５を取り出して、照射済み監視機関にて監視試験
や材料試験を実施することとができる。
【００７２】
　追加照射用試験片５１を用いて材料試験を実施することで、高経年化評価を行なうこと
ができ、４０年以上の運転された実機プラントのプラント健全性評価が可能となる。
【００７３】
　図１０に示された原子炉構造材の高経年化評価方法のフローによると、実機プラントで
用いられた原子炉構造材の材料にて追加照射用試験片５１を製作する。この追加照射用試
験片５１と再装荷用監視試験片３８とを備えた再装荷用監視試験カプセル３５を、原子炉
内に設置してプラント運転して追加照射させる。所要期間プラント運転した後、再装荷用
監視試験カプセル３５が取り出され、この監視試験カプセル３５に納められた再装荷用監
視試験片３８を用いて監視試験を実施し、追加照射用試験片５１を用いて材料試験が行な
われ、高経年化評価が実施される。
【００７４】
　このように、実機プラントで製作された追加照射用試験片５１を用いて、原子炉にて追
加照射され、所定期間追加照射後、追加照射用試験片５１を用いて材料試験を行なうこと
で、高経年化評価を実施できる。このため、４０年以上経過した実機プラントの健全性評
価を行なうことができる。
【００７５】
　［第３実施形態の効果］
　第３実施形態の原子炉構造材の高経年化評価方法によれば、実機プラントで用いられた
原子炉構造材の材料から追加照射用試験片５１を作製し、この追加照射用試験片５１を実
機の原子炉に設置し、プラント運転を実施し、所定期間追加照射した後に取り出して、追
加照射用試験片５１の材料試験を実施することで、原子炉構造材の高経年化評価を行なう
ことができる。この高経年化評価により、４０年以上経過した実機プラントのプラント健
全性を評価することができる他、第１実施形態と同様の効果を奏することができる。
【００７６】
　［第４実施形態］



(12) JP 2017-111101 A 2017.6.22

10

20

30

40

50

　本発明の第４実施形態を説明する。
【００７７】
　第４実施形態は、図２および図４，図８に示すように、実機の原子炉で照射された照射
材料から加工した追加照射用試験片５２を作製し、この追加照射用試験片５２を再装荷用
引張試験片用カプセル５３に装荷した例である。日本電気協会（ＪＥＡＣ）の規格で決め
られている運転年数が３２ＥＦＰＹ以降の長期監視試験計画を実施する場合には、引張試
験は要求されていない。このため、引張試験片用カプセル１８（図２および図３）は使用
する必要がない。
【００７８】
　この結果、監視試験再装荷時に、図９（図２および図４）に示される引張試験片用カプ
セル１８と同型で同じ大きさ、形状の再装荷用引張試験片用カプセル５３を再装荷用監視
試験カプセルとして用意し、この再装荷用引張試験片用カプセル５３のスペースに追加照
射用試験片５２が挿入可能となるため、追加照射用試験片５２を再装荷用引張試験片用カ
プセル５３に装荷したものである。
【００７９】
　再装荷用引張試験片用カプセル５３に追加照射用試験片５２を装荷させて再装荷用引張
試験片用カプセル５３を原子炉内の所定位置に設けることができる。第１実施形態に用い
た監視試験バスケット１３に、再装荷用引張試験片用カプセル５３を用いて、図２に示す
ように、この再装荷用引張試験片用カプセル５３に追加照射用試験片５２を装荷すること
により、より多くの追加照射用試験片５２を得ることができる。
【００８０】
　［第４実施形態の効果］
　第４実施形態では、第１実施形態より多くの追加照射用試験片３９および５２を用いて
高経年化評価の材料試験を実施することができ、精度よく、高経年化原子力発電プラント
の経年劣化を評価することができる。
【００８１】
　［第５実施形態］
　本発明の第５実施形態を説明する。
【００８２】
　第５実施形態は、図９に示すように、試験炉で照射した後の原子炉構造材の材料を加工
して追加照射用試験片５４を作製し、この追加照射用試験片５４を第４実施形態と同様、
再装荷用引張試験片用カプセル５３に装荷した例である。
【００８３】
　第５実施形態に示された原子炉構造材の高経年化評価方法では、第４実施形態で示され
た高経年化評価方法と同様に、ＪＥＡＣ規格で運転年数が３２ＥＦＰＹ以降経過した原子
力発電プラントのプラント運転において、監視試験を実施する場合には、引張試験は不要
である。このため、再装荷用監視試験カプセルである再装荷用引張試験片用カプセル５３
に追加照射用試験片５４の挿入が可能となる。
【００８４】
　第５実施形態では、図２に示された再装荷用引張試験片用カプセル５３に追加照射用試
験片５４を装荷して原子炉内に設置し、プラント運転を行なうことにより、第２実施形態
に示したものより、より多くの追加照射用試験片５０および５４を得ることができる。
【００８５】
　したがって、第５実施形態では、第２実施形態より多くの追加照射用試験片５０，５４
を用いて高経年化評価の材料試験を実施することができ、精度よく高経年化した原子力発
電プラントの原子炉構造材の経年劣化を評価することができる。
【００８６】
　［第５実施形態の効果］
　第５実施形態においても、第４実施形態と同様な効果を奏することができる。
【００８７】
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　［第６実施形態］
　次に、本発明の第６実施形態を説明する。
【００８８】
　第６実施形態は、図１０に示された原子力発電プラントの実機プラントで用いられた原
子炉構造材の材料を加工して追加照射用試験片５５を作製し、この追加照射用試験片５５
を再装荷用引張試験片用カプセル５３に装荷した例を示すものである。
【００８９】
　第６実施形態では、実機プラントで用いられた材料で追加照射用試験片５５を製作し、
この照射用試験片５５を再装荷用引張試験片用カプセル５３に装荷する。図１０に示すよ
うに、再装荷用監視試験カプセルとしての再装荷引張試験片用カプセル５３を原子炉内の
所定位置に設けて、プラント運転し、所定期間追加照射する。
【００９０】
　そして、所定期間追加照射後、再装荷用監視試験カプセル３５や再装荷用引張試験片用
カプセル５３から追加照射用試験片３９，５５を取り出して材料試験を実施することで、
原子炉構造材の高経年化評価を行なうことができる。
【００９１】
　これらの追加照射用試験片３９，５５を用いて材料試験を行ない、原子炉構造材の高経
年化評価を実施することにより、運転年数が高経年化した原子力発電プラントにおいて、
例えば４０年以上の実機プラントの高経年化評価を精度よく実施することができる。
【００９２】
　［第６実施形態の効果］
　第６実施形態においても、第４実施形態および第５実施形態と同様の効果を奏すること
ができる。
【００９３】
　［第７実施形態］
　次に、図１１を参照して、本発明の第７実施形態を説明する。
【００９４】
　第１実施形態に示された再装荷用監視試験カプセル３５では、図５に示すように、再装
荷時の衝撃試験用カプセル３６（３５）に原子炉の実機照射材料から作製された追加照射
用試験片３９と、再装荷用監視試験片３８および中性子時ドジメータ４０から構成された
再装荷用監視試験容器の例を説明したが、監視試験では、ＪＩＳあるいはＪＥＡＣ規格に
記載されている試験の評価項目を満たせば、一部の試験片を除外することができる。再装
荷用監視試験カプセル６０は、図５，図８に示された再装荷用監視試験片３８と同様に製
作される。
【００９５】
　例えば、再装荷用監視試験カプセル３５から再装荷用監視試験片３８を除外することが
できれば、再装荷用監視試験カプセル６０は、図１１に示すように、全てを追加照射用試
験片６１で構成することができる。
【００９６】
　図１１は、再装荷用監視試験カプセル６０を原子炉の実機照射材料から作製された追加
照射用試験片６１と、中性子照射量を算出する中性子ドジメータ４０から構成したもので
ある。追加照射用試験片６１は、実機照射材料から作製された、例えば引張試験用、ＣＴ
試験用の各追加照射用試験片であり、この追加照射用試験片６１が再装荷用監視試験カプ
セル６０の衝撃試験片カプセルとして用いられる。
【００９７】
　再装荷用監視試験カプセル６０全体に、追加照射用試験片６１を挿入することにより、
第１実施形態で示した追加照射用試験片３９により多くの評価項目の材料試験を設定し、
実施することができる。
【００９８】
　［第７実施形態の効果］
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　第７実施形態の再装荷用監視試験カプセル６０を用いて、再装荷用監視試験カプセル６
０全体に追加照射用試験片６１を装荷して原子炉内に設置し、プラント運転で追加照射す
ることにより、第１実施形態の多くの評価項目の材料試験を実施することができる。体系
的な試験データを取得する材料試験により、原子炉構造材の高経年化評価を、より精度よ
く実施することができる。
【００９９】
　［第８実施形態］
　本発明の第８実施形態を、図１１を参照して説明する。
【０１００】
　第８実施形態に示される再装荷用監視試験カプセル６２では、第７実施形態で示された
再装荷用監視試験カプセル６０と同様に製作されるが、第８実施形態の再装荷用監視試験
カプセル６２には、図９に示すように、試験炉で照射された後の原子炉構造材の材料を加
工して製作された追加照射用試験片６３と、中性子照射量を算出するための中性子ドジメ
ータ４０とで構成される。
【０１０１】
　第８実施形態の原子炉構造材の高経年化評価方法では、試験炉照射材で作製された種々
の追加照射用試験片６３を装荷した再装荷用監視試験カプセル６２を用いて、試験炉照射
材の追加照射を行なうことで、第７実施形態と同様に、第２実施形態より、より多くの評
価項目の材料試験を設定し、実施することができる。
【０１０２】
　［第８実施形態の効果］
　第８実施形態では、再装荷用監視試験カプセル６２全体に追加照射用試験片６３を装荷
して試験炉照射材の追加照射を行なうことで、第７実施形態と同様、第２実施形態より多
くの評価項目の材料試験を実施することができる。体系的な試験データを取得する材料試
験により、高経年化評価をより精度よく実施することができる。
【０１０３】
　［第９実施形態］
　本発明の第９実施形態を、図１０および図１１を参照して説明する。
【０１０４】
　第９実施形態で示された再装荷用監視試験カプセル６４は、第７実施形態および第８実
施形態で示された再装荷用監視試験カプセル６０，６２と同様に製作されるが、第９実施
形態の再装荷用監視試験カプセル６４は、実機プラントの原子力発電プラントで用いた原
子炉構造材の材料を加工して製作される追加照射用試験片６５と中性子照射量を算出する
ための中性子ドジメータ４０とから構成される。
【０１０５】
　第９実施形態の原子炉構造材の高経年化評価方法では、実機プラントの材料から作製さ
れた種々の追加照射用試験片６５を装荷した再装荷用監視試験カプセル６４を用いて、追
加照射用試験片６５を追加照射することにより、第７実施形態および第８実施形態で示さ
れた追加照射用試験片６１，６３と同じように、第３実施形態より多くの評価項目の材料
試験を設定し、実施することができる。
【０１０６】
　［第９実施形態の効果］
　第９実施形態の原子炉構造材の高経年化評価方法では、再装荷用監視試験カプセル６４
全体に、追加照射試験片６５を装荷して、追加照射用試験片６５の追加照射を行なうこと
で、第７実施形態および第８実施形態と同様に、多くの評価項目の材料試験を設定し、実
施することができる。したがって、材料試験により体系的に試験データを取得して、４０
年超の高経年化評価を、より精度よく実施することができる。
【０１０７】
　以上、本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示
したものであり、発明の範囲を限定することは意図しておらず、その他の様々な形態で実
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施されることが可能である。発明の要旨を逸脱しない範囲で種々の省略、置き換え、変更
を行なうことができる。これらの実施形態やその変形は、発明の範囲や要旨に含まれると
ともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる。
【符号の説明】
【０１０８】
　１１…原子炉圧力容器、１２…監視試験ホルダ、１３…監視試験バスケット、１４…炉
心シュラウド、１５…炉心部、１７…衝撃試験片用カプセル、１８…引張試験片用カプセ
ル、１９…温度モニタ用カプセル、２０…監視試験カプセル、２１…バスケット容器、２
２…プラグ、２３…ハンドル、２４…通水孔、２６…チャンネル、２７…衝撃試験用試験
片（監視試験片）、２８…スペーサ、２９…エンドプラグ、３０…中性子ドジメータ（ガ
イガーカウンタ）、３１…チャンネル、３２…引張試験用監視試験片、３３…エンドプラ
グ、３５…再装荷用監視試験カプセル、３６…再装荷時の衝撃試験用カプセル、３７…チ
ャンネル、３８…再装荷用監視試験片、３９，５０，５１，５２，５４，５５…追加照射
用試験片、４０…中性子ドジメータ、４１…エンドプラグ、４２…スペーサ、４４…塑性
域、５３…再装荷用引張試験片用カプセル、６０，６２，６４…再装荷用監視試験カプセ
ル、６１，６３，６５…追加照射用試験片。

【図１】 【図２】
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